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今 月 の 主 な 行 事 

 内 容 等 会 場 等 

１0 日（火） 製造部会 総会・部員懇談会 刈羽村産業会館 

１3 日（金） 建設部会 総会・部員懇談会 刈羽村産業会館 

17 日（火） 柏崎地区労働保険事務組合協議会 総会 柏崎商工会議所 

19 日（木） 女性部 花いっぱい運動 刈羽村産業会館 

24 日（火） 第 62 回通常総会 ラピカ 文化ホール 

27 日（金） 県商工会連合会 通常総会 ＡＮＡｸﾗｳﾝﾌﾟﾗｻﾞﾎﾃﾙ新潟 

30 日（月） 
～31 日（火） 全国原子力立地市町村商工団体協議会定時社員総会 福島県Ｊヴィレッジ 

31 日（火） 東羽会全体会議 柏崎市産業文化会館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪第 62 回 刈羽村商工会 通常総会開催のご案内≫ 

当会の通常総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席いただきますようお願いします。 

なお、総会の開催案内及び議案書を同封しておりますので、詳細をご確認ください。 

●日  時  令和４年５月２４日（火） 午後４時～ 

●会  場  刈羽村生涯学習センター（ラピカ） 文化ホール 

●出欠報告  同封のご案内により、令和４年５月１７日（火）までにご報告ください。また、

都合によりご欠席される場合は、委任状を期日までに商工会へご提出ください。 

※講演会は自粛します。また、感染症予防の観点から 1事業所 1名でのご出席にご配慮ください。 

※総会終了後は、会場を移動して荒木屋にて会員懇親会を行う予定です。 

※新型コロナウィルス感染症の影響で、予定を変更する場合がありますがご了承ください 
  
 

令和４年５月号 

 ≪ 刈羽村景気ウォッチャー調査のお願い≫ 
村内の経済状況や事業者の抱えている課題を継続的に把握することで、各種経済施策の参考と

させていただくため、商工会会員の皆様を対象に定期的に景況調査を行います。令和 3年 9月～
令和 4年 3月期の調査を下記のとおり行いますので、ご協力をお願いします。 

   〇対 象 者  刈羽村商工会 法定会員 
   〇回答期限  ５月２０日（金） 
   〇調査方法  郵送によるアンケート調査 

       →調査票を５月上旬に各事業所へ郵送いたしますので、ご記入の上、 
           窓口持参、郵送、FAX、メール等によりご回答ください。 
   〇そ の 他  調査票データは商工会ホームページにも掲示しておりますので、ご利用ください。 
          調査票の回答内容は、当事業の目的以外に使用しません。 

お 知 ら せ 版 
刈羽村商工会 

ＴＥＬ：０２５７－４５－２３８６ 
ＦＡＸ：０２５７－４５－２９８５ 
Ｅmail：kariwaci@kisnet.or.jp 
公式ホームページ 
https://www.kariwa-ci.or.jp/ 

mailto:kariwaci@kisnet.or.jp
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≪新潟県新事業チャレンジ支援補助金の公募開始のお知らせ≫ 

新潟県では、長期化する新型コロナウイルス感染症の影響により、中小企業等が経済活動の変化に対

応するために行う新たな商品開発やサービスの提供等の前向きなチャレンジに対して補助を行います。 

今年度より、従来の売上減少を対象とした一般型に加え、ポスト・コロナ社会を見据えた未来社会を

切り拓くためのＤＸや脱炭素等に関する前向きな事業を対象とした重点型が新設されます。 

 

【一般型】 

◆対象者 

県内中小企業であり、新型コロナウイルス感染拡大による環境変化により令和 2年 4月以降の連

続する 6 か月間のうち、任意の 3 か月の合計売上高が、コロナ以前（平成 31 年／令和元年又は令

和 2年 1～3月）の同 3か月の合計売上高と比較して減少していること。 

◆対象事業 

①新たな商品・サービスの開発や新たな販売・提供方法への転換等、新型コロナウイルス感染症に

よる経済社会活動の変化に対応するための前向きな取組であること。 

②商工会または商工会議所による相談・助言等の支援を受けながら取り組む事業であること。 

(例)巣篭り需要に対応した製品開発、客室を改装しコワーキングスペース事業を開始 

新たにテイクアウト商品を開発販売、間仕切り工事等により少人数会食プランを新たに提供 

   ※補助対象経費の合計が 20万円未満の取組は補助対象外です。 

※申請する事業と同一の事業や機械装置等について、国及び県の他の補助金との併用はできません。 

※重点型との同時申請はできません。 

◆補助対象経費 機械装置等費、開発費、展示会等出展費、広報費、外注費 

◆補助金額   10万円～100万円（補助率 1/2） 

◆受付期間   令和 4年 4月 20日（水）～6月 3日（金）必着 商工会締切 5月 20日（金） 

◆申請手続き 

※申請には、事業計画と予算書の作成が必要となりますので、事前に商工会にご相談ください 

 

【重点型】 

◆対象者 

県内中小企業であり、ポスト・コロナ社会を見据えた未来社会を切り拓くためのＤＸや脱炭素等

に関する前向きなチャレンジを支援します。※売上減少要件はありません。 

◆対象事業 

①以下のいずれかに該当するポスト・コロナ社会を見据えた前向きな取組であること。 

ア．【ＤＸ】・ＤＸに資する製品・サービスの開発 

・デジタル技術を活用した生産プロセス・サービス提供方法の改善等の新たな取組 

イ．【脱炭素】温室効果ガスの排出削減に資する 

・製品・サービスの開発や生産プロセス・サービス提供方法の改善等の新たな取組 

②商工会または商工会議所による相談・助言等の支援を受けながら取り組む事業であること。 

(例) ＤＸ…新たにヨガ教室をオンラインで開催、新たにＥＣサイトを開設しオンライン販売を開始 

脱炭素…規格外産品や天然素材を活用した製品開発、新たに電気自動車専用部品を製造等 

   ※補助対象経費の合計が 20万円未満の取組は補助対象外です。 

※申請する事業と同一の事業や機械装置等について、国及び県の他の補助金との併用はできません。 

※一般型との同時申請はできません。 

◆補助対象経費 機械装置等費、開発費、展示会等出展費、広報費、外注費 

◆補助金額   13万 3千円～133万 3千円（補助率 2/3） 

◆受付期間   令和 4年 4月 20日（水）～6月 3日（金）必着 商工会締切 5月 20日（金） 

◆申請手続き 

※申請には、事業計画と予算書の作成が必要となりますので、事前に商工会にご相談ください 

 

◆一般型、重点型共に、詳細はチラシを同封しておりますのでご覧ください。 
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≪ 小規模事業者持続化補助金の公募について ≫ 

令和 3年度補正予算による一般型の公募が以下の通り行われます。申請には経営計画作成が
必要となりますので商工会締切日までに商工会へご相談ください。 

「小規模事業者持続化補助金（一般型）」 
・補助内容  自ら策定した「経営計画」に基づいて、商工会の助言を受けながら実施す

る販路開拓等の取組について国が補助します。（最大 50万円、補助率 2/3） 
・応募資格  商工会地区で商売を行い、製造業その他業種に属する事業を主たる事業と

して営む商工業者の方で、常時使用する従業員の数が 20人以下（商業・サ
ービス業（宿泊業・娯楽業を除く）は 5人以下）の小規模事業者。 

・公募スケジュール 
第 8 回公募締切 令和 4年 6 月 3日（金）商工会締切 5月 20日（金） 
第 9 回公募締切 令和 4年 9 月中旬     商工会締切 8月下旬 
第 10回公募締切 令和 4年 12月上旬     商工会締切 11月下旬 
第 11回公募締切 令和 5年 2 月下旬     商工会締切 1月下旬 
 

※各回の公募日程については決定次第、順次お知らせします。 
※申請様式や公募についての詳細は、新潟県商工会連合会のホームページで提供しています。 

https://www.shinsyoren.or.jp/ 

≪令和４年度 商工会事務職員（経営支援員）の募集のお知らせ≫ 

新潟県商工会連合会では、商工会補助対象職員（経営支援員）を下記のとおり募集します。
受験希望の方をご存知の方は、積極的に受験を勧奨ください。 

 
１．募集職種  経営支援員 ２名 

及び人員  (採用日：令和 4年 7月 1日 初任地：上越市 清里牧商工会 
               令和 4年 7月 1日 初任地：南魚沼市、湯沢町管内商工会) 

  ２．申込期間  令和 4年 4月 21日(木)～5月 16日(月）必着 

３．試 験 日  令和 4年 5月 21日（土） 

４．試験会場  次のいずれかの会場で受験できます。 
         下越会場  新潟県商工会会館  （新潟市新光町 7番地 2） 

中越会場  六日町商工会    （南魚沼市六日町 76-4） 
上越会場  大潟商工会館    （上越市大潟区四ツ屋浜 773） 

５．試験科目  筆記試験（一般教養、作文）、適性検査、面接 

  ６．受験資格 
・学校教育法における高等学校以上を卒業した者であって、採用予定日現在の年齢が
満 41歳未満の者 

・普通自動車免許を有する者 
・簿記３級以上(簿記資格を有しない方は、採用後 1年以内に資格の取得が必要になります) 

７．受験申込先  新潟県商工会連合会 人事研修課 
          〒950-0965 新潟市新光町 7番地 2  ℡025-283-1311 
８.そ の 他 

    受験内容の詳細は、新潟県商工会連合会にお問合せください。また、選考試験要綱・
申込書は、新潟県商工会連合会の会ホームページからもダウンロードできます。 
https://www.shinsyoren.or.jp/ 
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≪ 雇用調整助成金（緊急雇用安定助成金）申請費補助の受付開始≫ 

昨年に引き続き、商工会では村の補助金をいただき、国の雇用調整助成金及び緊急雇用安定
助成金の申請に対する費用の一部を補助します。詳細は下記の通りとなっておりますので、ご
活用ください。 
１．受付期間  令和４年度４月１日（金）～予算額に達するまで 
２．対象費用  雇用調整助成金（緊急雇用安定助成金）の申請に関して、社会保険労務士 

に依頼して支払った費用（令和 4年 4月以降に支払った費用） 
          上限３０万円 ※回数制限はありません 

３．必要書類  ・補助金交付申請書（様式 1）→ 商工会にございます。 
・雇用調整助成金の申請書類一式（休業等実施計画届等を含む）の写し 
・雇用調整助成金の支給決定通知書の写し 
・社会保険労務士への支給申請を委託した領収書の写し 

【申込・お問合せ】刈羽村商工会  電話 0257-45-2386  FAX 0257-45-2985 
 

≪創業相談会のお知らせ≫ 

新潟県商工会連合会では、創業を予定している方や創業して間もない方を対象に、創業計画

や開業資金などの創業に関する様々な問題についてのご相談に対応すべく「創業相談会」を

毎月開催しております。  

◆新潟県商工会館（新潟県庁近く）：１２日（木）、１９日（木）、２６日（木）、３０日（月） 

◆長岡支所（長岡インター近く） ：９日（月）、３１日（火） 

◆時間： 各相談日とも午前１０時から正午までのうち、お１人様１時間程度。 

 申込： 事前にお電話で各会場にご予約ください。 

◆新潟県商工会連合会 広域指導センター ☎025-283-1311（新潟市中央区新光町 7-2） 

〃   長岡支所 ☎0258-21-0688 （長岡市新産 2-1-4 長岡新産管理センタービル） 

≪ 事業復活支援金の申請期限が迫っています ≫ 

国では、新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が大きく減少している中小企業等へ事業継
続や回復を支援するために「事業復活支援金」の給付を行っています。給付金の申請期限は令和4年
5 月 31 日（火）までと期限が迫っていますので、ご注意ください。なお、要件等は以下の通りとなります
ので、申請の際には商工会へご相談ください。 

（１）対象者    新型コロナの影響で、2021年 11月～2022年 3月のいずれかの売上高が、 
              2018年 11月～2021年 3月までの間の任意の同じ月の売上高と比較して 

30％以上減少した事業者（中小、小規模事業者等） 

（２）給付額    売上減少率に応じて、法人は最大 250万円、個人事業主は最大 50万円 

売上高減少率 個人事業者 
法人 

年間売上高 
1億円以下 

年間売上高 
1億円超～5億円 

年間売上高 
5億円超 

▲50％以上 50万円 100万円 150万円 250万円 

▲30％以上 50％未満 30万円 60万円 90万円 150万円 

 
（３）申請方法   登録機関（商工会）の事前確認の後、WEBページから電子申請となります。 

（４）必要書類   確定申告書、通帳（振込先が確認できるページ）、履歴事項全部証明書（法人）、 
             本人確認書類（個人）、宣誓・同意書、対象月の売上台帳等 ほか 

 


